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日本赤十字社の献血及び在庫量の情報管理と危機管理対応における 

危険水準の変更について 

 

【概要】 

日本赤十字社では、平成 17年に変異型クロイツフェルト・ヤコブ病対策として実施され

た献血制限（英国滞在歴 1 日以上）を機に、献血者の減少により輸血に必要な血液製剤が

不足することを回避するため、赤血球製剤の在庫量に危険水準を設け、水準を下回るまた

は下回るおそれある場合に都道府県（血液センター）ごとに行う対策を定め、血液事業部

会運営委員会に報告のうえ全国で運用を開始し現在に至っている。 

その後、日本赤十字社では、平成 24年 4月に広域事業運営（広域需給管理）体制を導入

し、検査・製造を集約するとともに在庫管理を含めた需給管理をブロック単位で行い、各

都道府県の献血確保量に関わらず、ブロック内全体で確保した血液から各血液センターが

供給に必要な量を分配する体制となった。 

この体制変更により、危険水準を下回る事例はまれとなり、且つ一過性で、いち都道府

県が特別な献血者確保対策を行う必要がない状況にある。このことから、危険水準の設定

を都道府県毎からブロック毎に変更し運用することとしたい。 

 

【経緯】 

平成 17年 

2月04日 変異型クロイツフェルト・ヤコブ病 国内第一症例確認 

2月07日 暫定的献血制限（1980年以降英国滞在歴１カ月以上）開始 

＜参考3-1-1：平成17年2月7日付薬食発第0207006号「採血時の欧州渡航歴に

関する問診の強化について」＞ 

3月07日 英仏1日以上の滞在者の献血制限の方針決定（対象1980年～1996滞在者） 

4月01日 英仏1日以上の滞在者の献血制限、および当該制限により血液製剤の供給が

滞る事態を回避するための対応について、厚生労働省医薬食品局長から日本

赤十字社血液事業本部長へ通知。 

＜参考3-1-2：平成17年4月1日付薬食発第0401016号・同0401017号「採血時

の欧州滞在歴に関する問診の強化及び今後の献血の推進について」＞ 

5月30日 血液事業部会運営委員会において、日本赤十字社の献血及び在庫量の情報管

理と危機管理対応について、日本赤十字社から報告 

＜参考3-1-3：「日本赤十字社の献血及び在庫量の情報管理と危機管理対応に

ついて」＞ 

英仏1日以上の滞在者の献血制限を平成17年6月1日から開始することを厚生

労働省医薬食品局長から各都道府県知事および日本赤十字社へ通知 

＜参考3-1-4：平成17年5月30日付薬食発第0530007号・同0530008号＞ 
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5月31日 日本赤十字社内において、危機管理対応等の実施について各血液センターへ

通知 

6月01日 英国1日以上滞在者の献血制限の実施 

 

平成21年 

12月11日 英国滞在歴を1日から1ヶ月以上に変更する方針決定（12/10．血液事業部会

運営委員会） 

平成22年 

1月27日 英国滞在歴の献血制限期間1日を1ヶ月以上へ変更（対象1980年～1996年滞在者） 

平成24年 

4月01日 日本赤十字社の血液事業において広域事業運営体制（広域需給管理体制）を導入 

 

【日本赤十字社の献血及び在庫量の情報管理と危機管理対応について】 

設定した危険水準を下回る、または下回ることが予測される場合の対応を規定。 

 ＜参考 3-1-3のとおり（平成 17年血液事業部会運営委員会資料）＞ 

 （1）危険水準の概要 

   以下の水準を血液センター（都道府県）ごとに設定 

＜危険水準＞ 注意報水準 警報水準 

各血液センター 適正在庫の 70%割れ 適正在庫の 50%割れ 

東京都センター 適正在庫の 70%割れ 適正在庫の 60%割れ 

全   国 適正在庫の 70%割れ 適正在庫の 60%割れ 

 （2）対応例（「70％割れを起こした段階」の対応を一部抜粋） 

・各血液センターから各都道府県に協力支援依頼 

・固定採血施設の受付時間の延長 

・各センターＨＰで呼びかけ・献血受入情報の提供 

・外 

 

【献血者確保および在庫管理にかかる現状】 

 日本赤十字社では、平成 24年 4月より広域事業運営体制を導入し、これまで都道府県単

位で行っていた事業を、全国を７つに分けたブロック単位で実施する体制とした。 

自県自給を基本としていた体制から、検査・製造を集約し、医療機関の需要に合わせて

その医療機関を担当する血液センターが必要とする量をブロック血液センターから分配す

る体制となり、スケールメリットを生かして自センターの献血者確保の偏りに関係なく輸

血用血液の在庫を保有することが可能となり、より安定した供給が可能となった。 
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【危険水準を下回る事例の発生状況】 

平成 24年の広域事業運営体制導入以前から検査・製造の集約が徐々に開始され、集約に

伴い各血液センターが必要とする量を分配する体制も始まり、赤血球製剤の在庫が危険水

準を下回る事態も減少して来た（グラフ１）。 

＜グラフ１＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎平日朝 6 時に厚生労働省および各都道府県へ報告している赤血球製剤在庫量が危険水

準を下回った事例は、水準を設定した平成 17 年度が年間 59 回発生したのに対し、平成 22

年度以降は１年で 2 回以下となっている。発生事例はいずれも規模の小さな血液センター

において供給量の少ない AB型と B型で発生し、且つ一過性の事例であり、ブロックとして

の在庫数量に不足はなく、該当の血液センターへの補充も速やかに行われている。 

 

【危険水準設定の課題と今後の対応】 

危険水準は適正在庫数とともに都道府県ごとに設定し、現在も継続している。また、危

険水準を下回る場合には、ブロック全体の在庫に関わらず都道府県ごとに献血者確保対策

を施すこととしている。 

これは、ブロックとして在庫量に不足がないにも関わらず献血者確保対策を実施する事

態となり、在庫の過剰につながることとなる。また、献血者確保対策が不要であっても、

水準を下回った場合には所定の書類の作成や関係各所への連絡及び報告など業務上の負荷

が発生している。 

安定的に赤血球在庫が維持できていながら、危険水準導入当時の設定に基づくことによ

り在庫過剰のおそれや非効率な運用につながるケースが散見されることから、日本赤十字

社としては、安定供給を前提に効率的な運用を図ることとし、危険水準の設定を都道府県

毎からブロック毎の設定に変更することとしたい。  
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平成１７年４月１日

薬食発第 号0401016

日本赤十字社血液事業本部長 殿

厚生労働省医薬食品局長

採血時の欧州滞在歴に関する問診の強化及び今後の献血の推進について

血液事業の推進については、日頃から格別の御高配を賜っているところである｡

さて、国内において変異型クロイツフェルト･ヤコブ病（ｖＣＪＤ）の発生が確認され

たことを受け、採血時の問診に当たっては 「採血時の欧州渡航歴に関する問診の強化に、

ついて （平成１７年２月７日付け薬食発第 号貴職あて医薬食品局長通知）によ」 0207006
り、暫定的な措置として、１９８０年以降通算１か月以上の英国滞在歴を有する者から

の採血を見合わせるよう対応をお願いしているところである。その後、当該ｖＣＪＤ患

者の欧州滞在歴等に関する調査結果が明らかになったことを踏まえ、薬事･食品衛生審議

会血液事業部会運営委員会において、当分の間の暫定措置として、１日以上の英国滞在

歴を有する者等からの採血を見合わせることとする方針が示されたところである。

今般、上記運営委員会の方針に沿った措置を実施した場合の献血確保量への影響等に

関する調査結果を受け､去る３月２５日に、血液事業部会運営委員会・安全技術調査会合

同委員会において更なる検討を行ったところ、今後の献血の受入れについては、新たな

安全性に関する情報が得られるまでの当分の間、予防的な措置を講じる観点から下記１

のとおりとすることとされた。

ついては、下記１の措置を可及的速やかに実施するとともに、貴管下各血液センター

への周知について特段の御配慮をお願いする。なお、採血に御協力いただいている方々

に対し、当該措置の趣旨について十分理解されるよう配慮されたい。

また、下記１の措置の実施により、血液製剤の供給が滞るおそれがあることから、今

後、下記２のとおり献血推進に必要な方策を積極的に行うようお願いする。これらの方

策については、貴管下各血液センターと十分に連携を図り、その実施に遺漏なきを期す

とともに、その実施状況について随時報告されたい。

なお、これに伴い 「献血時の欧州渡航歴に関する問診の強化について （平成１３年、 」

３月１４日付け医薬血発第９号貴社事業局血液事業部長あて厚生労働省医薬局血液対策
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課長通知及び平成１３年１１月１６日医薬血発第６２号貴社事業局血液事業部長あて厚

）、「 」生労働省医薬局血液対策課長通知 採血時の欧州滞在歴に関する問診の強化について

（平成１５年６月９日付け医薬発第 号貴社社長あて厚生労働省医薬局長通知）0609002
及び「採血時の欧州渡航歴に関する問診の強化について （平成１７年２月７日付け薬食」

発 号貴職あて厚生労働省医薬食品局長通知）は廃止する。0207006

記

１ 今後の献血の受入れに当たっては、別表に掲げる欧州滞在歴を有する者からの採血

を見合わせること。

（別表）

滞在国 通算滞在歴 滞在時期

① 英国 （フランス １日以上 １９８０年～、 ）（注２）

１９９６年まで ２００４年（ ）

６か月以上

（ ）Ａ １９９７年から

② アイルランド、イタリア、オランダ、スペイン、 ６か月以上

ドイツ、ベルギー、ポルトガル

③ スイス ６か月以上 １９８０年～

① オーストリア、ギリシャ、スウェーデン、デンマ ５年以上 １９８０年～

ーク、フィンランド、ルクセンブルグ ２００４年

② アイスランド、アルバニア、アンドラ、クロアチ ５年以上 １９８０年～

Ｂ ア、サンマリノ、スロバキア、スロベニア、セル

ビア・モンテネグロ、チェコ、バチカン、ハンガ

リー、ブルガリア、ポーランド、ボスニア・ヘル

ツェゴビナ、マケドニア、マルタ、モナコ、ノル

ウェー、リヒテンシュタイン、ルーマニア

（注１）Ｂに掲げる国の滞在歴を計算する際には、Ａに掲げる国の滞在歴を加算する

ものとする。

（注２）フランス滞在歴を有する者については、今後の献血推進策の実施による在庫

水準の変動状況を見つつ、慎重に本措置を実施することとし、当分の間は、本

表に掲げる時期に通算６か月以上の滞在歴を有する者からの採血を見合わせる

こととする。



２ 上記１の措置により血液製剤の供給が滞ることのないよう以下の方策を実施するこ

と。

（１）貴社血液事業本部における緊急対策本部（仮称）の設置

（２）厚生労働省等関係機関との連携による献血の呼びかけ強化及び受入れ体制の整

備（受付時間の延長等）

（３）血液センター所長会の緊急開催及び各血液センターへの指導

（４）血液製剤の供給に支障を生じる可能性のある水準（在庫の危険水準）の設定及

び当該水準に達した場合の対応に係る体制の整備

（５）血液センターごとに在庫状況の迅速な把握を行う体制の整備と在庫状況の関係

者への情報提供

（６）血液センターごとに随時在庫不足予報を発出することができる体制の整備

（７）在庫不足時には、全国の血液センター間で血液製剤を融通し合う体制の整備

（８）医療機関に対する血液製剤の適正使用の要請



平成１７年４月１日

薬食発第 号0401017

各都道府県知事 殿

厚生労働省医薬食品局長

採血時の欧州滞在歴に関する問診の強化及び今後の献血の推進について

血液事業の推進については、日頃から格別の御高配を賜っているところである｡

さて、国内において変異型クロイツフェルト･ヤコブ病（ｖＣＪＤ）の発生が確認され

たことを受け、採血時の問診に当たっては 「採血時の欧州渡航歴に関する問診の強化に、

ついて （平成１７年２月７日付け薬食発第 号貴職あて医薬食品局長通知）によ」 0207007
り、暫定的な措置として、１９８０年以降通算１か月以上の英国滞在歴を有する者から

の採血を見合わせるよう対応をお願いしているところである。

今般、上記運営委員会の方針に沿った措置を実施した場合の献血確保量への影響等に

関する調査結果を受け、去る３月２５日に、血液事業部会運営委員会・安全技術調査会

合同委員会において更なる検討を行ったところ、今後の献血の受入れについては、新た

な安全性に関する情報が得られるまでの当分の間、予防的な措置を講じる観点から、別

添（写）の記の１のとおりとすることとし、日本赤十字社に対し通知した。ついては、

貴職におかれてもこの趣旨を御了知の上、関係者への周知について特段の御配慮をお願

いする。

また、下記１の措置の実施により、血液製剤の供給が滞るおそれがあることから、厚

生労働省としては、大臣を本部長とする献血推進本部を設置し、関係省庁、関係機関と

の連携の下、献血の確保、血液製剤の適正使用の一層の推進を図ることとしている。貴

職におかれても、下記のとおり献血の推進及び血液製剤の適正使用の推進に必要な方策

を積極的に行うようお願いするので、貴職を中心とする対策本部の設置、都道府県行動

計画の策定などにより、その実施に遺漏なきを期されたい。実施に当たっては、別紙を

参照しつつ、貴管内の日本赤十字社血液センター、医療機関及び市町村等関係方面との

連携を密にしていただくよう併せてお願いする。また、これらの実施状況については、

今後報告を求めることがあり得るので御了知ありたい。

なお、これに伴い 「献血時の欧州渡航歴に関する問診の強化について （平成１３年、 」



３月１４日付け医薬血発第８号各都道府県衛生主管部（局）長あて厚生労働省医薬局血

液対策課長通知及び平成１３年１１月１６日医薬血発第６３号各都道府県衛生主管部

（局）長あて厚生労働省医薬局血液対策課長通知）及び「採血時の欧州滞在歴に関する

問診の強化について （平成１５年６月９日付け医薬発第 号貴職あて厚生労働省」 0609003
医薬局長通知）及び「採血時の欧州渡航歴に関する問診の強化について （平成１７年２」

月７日付け薬食発 号貴職あて厚生労働省医薬食品局長通知）は廃止する。0207007

記

１ 健康な献血者の確保

（１）若年層を中心とした献血者の確保

①効果的なＰＲ活動の実施

②高校生献血の推進

③献血参加を促すためのボランティア休暇の推進

④幼・小児期からの献血教育の推進

（２）献血者の効率的な確保

①集団献血の推進

②都道府県、市町村における献血推進協議会の設立・開催及び関係者に対する周

知徹底

③日本赤十字社の献血推進活動に対する支援（献血会場の提供又はあっせん、検

診医の確保等）

２ 医療現場における血液製剤の適正使用等の推進

①関係団体を通じた適正使用に係る各種指針等の周知徹底（血液製剤の平均的使

用量など他施設の使用状況も参考とすること）

②都道府県ごとの輸血療法合同委員会の設置・開催及び輸血療法に関する実態調

査の実施

③医療監視等を通じた適正使用に係る各種指針等の活用の推進
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日本赤十字社の献血及び在庫量の情報管理と危機管理対応について 

 
 
１ 危機管理対応の考え方 
 

(1) 平成 15 年 7 月 30 日に施行された「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する

法律」に基づき、輸血用血液製剤の不足が発生することがないように献血者数及び

輸血用血液製剤の型別在庫量のモニター等を綿密に行い、全国における輸血用血液

製剤の安定供給監視体制を構築する。 
(2) 在庫状況に不足が生じた場合あるいは予測された場合に、それぞれの状況に応じた

対応を以下に定め、国、都道府県、日本赤十字社が連携し輸血用血液製剤の不足時

における危機的状況を未然に回避するものである。 
(3) 英国滞在者に対する制限の実施後は、東京都でより局地的な在庫不足が発生するこ

とが予測され、その危機管理は喫緊の課題である。 
 
２ 危機管理の危険水準について 
 

(1) 適正在庫の考え方 
 

センター毎の適正在庫は、全国的に統一した水準とするため、過去１年間の平日

の平均の一日需要量の３日分を目安とする。 
 

※ 適正在庫に関する対応の他、個々の医療機関において発生した供給問題につい

ての情報を各センターで受け入れる窓口を整備するとともに、知り得た場合は、各

センターは早急に各基幹センター、本社献血推進本部（本社血液事業本部）に情報

提供するものとする。 
 

(2) 各センター・レベルで各血液センターの各血液型別の在庫が適正在庫の 85％～

70％の場合 
・ 移動採血車が巡回する市町村及び事業所へ在庫状況を基に電話等で事前に献

血を依頼 
・ 移動採血車や献血ルームに職員を配置し、近隣事業所等への呼びかけ強化 
・ ４００ｍＬ献血者を対象にダイレクトメールの発送 
・ 採血施設に看板、ポスター等の掲示 
・ 医療機関に対し、医療機関在庫の縮減依頼 
・ その他献血確保に有効な対策 

 
(3) 各センター・レベルでの注意報水準（２日分程度の在庫を満たさない場合） 
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① 各センターの各血液型別の在庫が、適正在庫の 70％割れを起こした段階（第

一段階）（早急に回復する見込みがなく、70%割れを起こす恐れのある段階を含

む） 

② さらに、週末を超えて、月曜日の段階で、前週の月曜日の在庫水準を下回った

場合（第二段階） 

 
  ＜第一段階＞ 

・ 各センターから各都道府県に協力支援依頼 
・ 基幹センター及び本社献血推進本部（本社血液事業本部）への連絡 
・ 固定採血施設の受付時間の延長 
・ 各センターＨＰにて呼びかけ・献血受入れ情報の提供 
・ その他献血確保に有効な対策 

  ＜第二段階＞ 
・ 新規の事業所への集団献血の依頼及び確保（自治体と協力） 
・ 各センターから県内における警戒情報（注意報）及び呼びかけに関する新聞、

ラジオ、テレビ・スポットの放送依頼（都道府県に協力要請）。 
・ 登録事業所での集団献血計画以外の追加的献血の依頼及び確保（自治体と協力） 
・ 登録者への依頼 
・ 移動採血車の巡回の依頼 
・ 移動採血車・ルームへの職員の配置、近隣事業所への呼びかけ強化 
・ 各協力団体に電話で協力依頼 
・ 地域間での需給調整の依頼 
・ その他献血確保に有効な対策 

 

  ＜第二段階の対応でも効果が見られない場合＞ 
・ 以下の警報水準の対応準備 
・ 本社献血推進本部（本社血液事業本部）への連絡 

 
(4) 各センター・レベルでの警報水準（東京都を除く）（１．５日分程度の在庫） 
 

① 各センターの各血液型別の在庫が、適正在庫の 50％割れを起こした段階（第

一段階）（早急に回復する見込みがなく、50%割れを起こす恐れのある段階を含

む） 

② さらに、週末を超えて、月曜日の段階で、前週の月曜日の在庫水準を下回った

場合（第二段階） 

 

  ＜第一段階＞ 
・ 各センターから各都道府県に協力支援依頼 
・ 基幹センター及び本社献血推進本部（本社血液事業本部）への連絡 
・ 移動採血車での受付時間延長 
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・ 移動採血車の増車 
・ 固定施設の休日稼働 
・ 各センターＨＰにて呼びかけ・献血受入れ情報の提供 
・ その他献血確保に有効な対策 
 

＜第二段階＞ 
・ 各センターから県内における警戒情報（警報）及び呼びかけに関する新聞、

ラジオ、テレビ・スポットの放送依頼（都道府県に協力要請） 
・ 大規模新規事業所への献血要請 
・ 取引関連企業への協力要請 
・ その他献血確保に有効な対策等 
 

(5) 東京都センターでの警報報水準（２日分の在庫以下） 
 

① 東京都センターの各血液型別の在庫が、適正在庫の６０％割れを起こした段階

（第一段階）（早急に回復する見込みがなく、60%割れを起こす恐れのある段階

を含む） 

② さらに、週末を超えて、月曜日の段階で、前週の月曜日の在庫水準を下回った

場合（第二段階） 

 
   上記(2)(3)(4)の対応に加え、 
  ＜第一段階＞ 

・ 各センターＨＰにて呼びかけ・献血受入れ情報の提供 
・ その他献血確保に有効な対策 

＜第二段階＞ 
・ 東京都センターから公共・民間放送局の全国ネットでの警戒情報（警報）及び

呼びかけに関するラジオ、テレビ・スポットの放送依頼（国との協力）。 
・ 東京都センターから､本社献血推進本部（本社血液事業本部）、東京都、その他

関係団体等へ協力（支援）依頼 
・ その他献血確保に有効な対策 

 
(6) 全国レベルでの注意報水準 
 

全国の各血液型別の在庫が、全国平均して適正在庫の 70％割れが発生した時点 

（２日分程度の在庫）（早急に回復する見込みがなく、70%割れを起こす恐れのある

段階を含む） 

   
(2)、(3)、(4)の対応に加えて以下の対応を行う。 
・ 各センターの状況をとりまとめ、本社献血推進本部（本社血液事業本部）から

すみやかに国に協力（支援）依頼 
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・ 本社献血推進本部（本社血液事業本部）から、公共・民間放送局の全国ネット

での警戒情報（注意報）及び呼びかけに関するラジオ、テレビ・スポットの放

送の依頼（国と協力） 
・ その他献血確保に有効な対策 

 
(7) 全国レベルでの警報水準 
 

全国の各血液型別の在庫が、平均して適正在庫の 60％割れが発生した時点。（１．

５日分程度の在庫）（早急に回復する見込みがなく、60%割れを起こす恐れのある段

階を含む） 

   
・ 本社献血推進本部（本社血液事業本部）から、公共・民間放送局の全国ネット

での警戒情報（警報）及び呼びかけに関するラジオ、テレビ・スポットの放送

の依頼（国と協力） 
 

※ 血小板については、各血液センターが供給状況を把握し、その状況を基幹センター・

本社血液事業本部に報告するとともに、体制整備（登録者の確保等）を行う。 
 
 
３ 危機管理体制 
 

(1) 日本赤十字社献血推進本部と厚生労働省献血推進本部の役割 
① 厚生労働省及び日本赤十字社それぞれの献血推進本部は、それぞれの指揮系統

や連携関係において、できる限りの献血推進措置を実施することとする。その

上で、日本赤十字社献血推進本部と厚生労働省献血推進本部は密に連携して、

措置を推進することとする。 
② 日本赤十字社献血推進本部は、毎日全国各センターの在庫状況について、厚労

省本部に連絡する。 
③ 日本赤十字社献血推進本部は、各センターの在庫状況の危険水準に係る注意・

警報に係る情報を入手次第、厚労省本部に連絡する。 
④ マスコミに対する全国的な影響のある注意・警報情報の提供について、厚生労

働省及び日本赤十字社の各献血推進本部が協力して働きかけることとする。 
 

(2) 日本赤十字社献血推進本部の対応 
① 地域毎の在庫状況のモニター 
② 厚生労働省推進本部への適時連絡（定期毎日及び緊急時） 
③ 各都道府県と各センターの協力活動に関する支援（各センターと都道府県との

在庫状況の提供作業） 
④ 地域各センターに対する献血推進等の指示 
⑤ 地域間、全国での血液の緊急融通体制の確保及び融通の指示 
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⑥ 各センターからの呼びかけ等の協力要請に関する調整 
⑦ 各センターにおける医療機関からの供給問題情報窓口の設置 
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検査施設（8ヵ所） 【平成28年4月時点】

九州ブロック血液センター
（福岡県久留米市）

中四国ブロック血液センター
（広島県広島市）

近畿ブロック血液センター
（大阪府茨木市）

東海北陸ブロック血液センター
（愛知県瀬戸市）

関東甲信越ブロック血液センター
（東京都江東区）

関東甲信越ブロック血液センター埼玉製造所
（埼玉県東松山市）

東北ブロック血液センター
（宮城県仙台市）

北海道ブロック血液センター
（北海道札幌市）
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九州ブロック血液センター
沖縄製造所
（沖縄県那覇市）

製造施設（12ヵ所） 【平成28年4月時点】

北海道ブロック血液センター
（北海道札幌市）

関東甲信越ブロック血液センター
埼玉製造所（埼玉県東松山市）

東海北陸ブロック血液センター
石川製造所（石川県金沢市）

近畿ブロック血液センター
兵庫製造所（兵庫県神戸市）

中四国ブロック血液センター
（広島県広島市）

九州ブロック血液センター
（福岡県久留米市）

東北ブロック血液センター
（宮城県仙台市）

関東甲信越ブロック血液センター
（東京都江東区）

関東甲信越ブロック血液センター
神奈川製造所（神奈川県厚木市）

東海北陸ブロック血液センター
（愛知県瀬戸市）

近畿ブロック血液センター
（大阪府茨木市）
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